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テレワークの評価と課題
―「全国就業実態パネル調査」の経年変化からの示唆

本稿は，日本におけるテレワークの普及がもたらした生活と仕事の変化について，先行研
究を概観することに加えて，リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査

（JPSED）」を用いて 2016 年と 2024 年を比較して，テレワークの進展とその影響を分析
したものである。分析によると，働き方改革およびコロナ禍を背景に，テレワーク実施率
と実施時間はいずれも増えており，とくに中堅層や都市部で拡大がみられた。制度として
の導入も進み，従来の時間制約のある人の持ち帰り残業的性格から，在宅勤務を中心とす
る柔軟な働き方へと質的転換が生じていた。生活面では，テレワークは生活時間の再配分
をもたらし，既婚者を中心に生活満足度・仕事満足度を高める傾向が確認された。ただ
し，家事・育児時間の増加はテレワークの有無だけでは説明できず，性別役割分業の構造
は大きくは変化していない。仕事面では，テレワーク実施者の本来業務比率や働き方の自
律性が高まり，柔軟性の向上は満足度の上昇と関連していた。他方，出社／テレワークの
ハイブリッド型雇用者の成長実感が低下していた。ウェルビーイングでは，テレワークの
有無よりも職種や性別による差が大きく，心身の不調や不眠などへの配慮が必要である。
これらの結果は，テレワークが生活満足度向上に資する一方，仕事と家庭の境界管理，職
場設計やマネジメントの再構築，ウェルビーイングの増進といった新たな課題への対応が
求められることを示唆している。
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Ⅰ　は じ め に

　日本の社会にテレワークが定着してきた。テレ

ワークとは，「ICT（情報通信技術）等を活用し，
普段出勤して仕事を行う勤務先とは違う場所で仕
事をすること，又は，勤務先に出勤せず自宅その
他の場所で仕事をすること」1） をいう。国土交通
省「テレワーク人口実態調査」（令和 6 年度）によ
ると，全就業者に占める雇用型テレワーカーの割
合は 24.6％（男性 31.2％，女性 16.9％）であり，平
成 28 年度（2016 年度）の 13.3％に比べて高い水
準で推移している。
　テレワークの普及には大きく 2 つの背景があ
る。1 つは，働き方改革である。日本の社会は，
労働力人口の減少に直面しており，これまでの壮
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年男性の長時間労働に依存した職場中心の職務遂
行体制を見直し，女性や高齢者などの多様な労働
力の活用や，多様な働き方によるワーク・ライ
フ・バランスの実現が目指されてきた。とりわけ
2016 年の働き方改革実行会議の工程表の「柔軟
な働き方がしやすい環境整備」において，テレ
ワークは，「時間や空間の制約にとらわれること
なく働くことができるため，子育て，介護と仕事
の両立の手段となり，多様な人材の能力発揮が可
能となる」とされて 2），その活用が期待されて
きた。
　もう 1 つは，2020 年 5 月に新型コロナウイル
ス感染症専門家会議から提言された「新しい生活
様式」の中で，働き方の新しいスタイルとしてテ
レワークが挙げられたことである 3）。感染拡大防
止のために，出勤者数の 7 割削減が目標として掲
げられて，テレワークやローテーション勤務の導
入が提案された。この提案に基づくテレワークの
急速な普及は，通勤・職場中心の働き方から働く
場所や時間に柔軟な働き方への転換を促し，テレ
ワークは社会全体の働き方の「新しい普通（new 
normal）」として位置づけられるようになった。
　では，こうしたテレワークの普及は，人々の生
活や仕事にどのような変化と影響をもたらしたの
だろうか。テレワークによって実現される「いつ
でもどこでも働ける」体制は，労働時間と生活時
間の境界を曖昧にする。テレワークによる通勤時
間の削減は，生活時間を充実させる一方，自己管
理が難しければ，長時間労働をもたらすおそれも
ある。また，在宅勤務の進展は，本人のウェル
ビーイングや家族との関係にどのように影響した
のだろうか。新型コロナウイルス感染症拡大以
降，テレワークに関する研究が国内外で活発に行
われている 4）。本稿では，日本の就業者を対象と
した調査研究を取り上げながら，テレワークが生
活と仕事にもたらした変化と影響を考察し，今後
の課題について展望する。

Ⅱ　JPSED を用いた検証

　テレワークに関する定点的な調査として，総務
省「通信利用動向調査」，国土交通省「テレワー

ク人口実態調査」があり，以下，調査名と関連す
る研究論文を列挙すると，就業状態や生活時間の
把握として，総務省『社会生活基本調査（令和 3
年）』（西原・田口 2025；大久保・三河・田口 2024；
Okubo 2024a），総務省『就業構造基本調査』（森川 
2024），コロナ禍のテレワークの実施に関する個
人・世帯調査として，大久保敏弘・NIRA 総合研
究開発機構「テレワークに関する就業者実態調査」

（Okubo, Inoue and Sekijima 2021；Okubo 2024b），
慶應義塾大学「日本家計パネル調査（JHPS）」（石
井・中山・山本 2021），内閣府「新型コロナウイル
ス感染症の影響下における生活意識・行動の変化
に関する調査」（臼井・佐藤・松下 2022；Minetaki 
2023；Inoue, Ishihata and Yamaguchi 2024；Araki 
2025），パーソル総合研究所「テレワークに関す
る調査」，リクルートワークス研究所「全国就業
実態パネル調査（JPSED）」（萩原 2022；高橋・太
田・矢ケ崎 2024；峰滝 2020；Kazekami 2020），労
働政策研究・研修機構（JILPT）「新型コロナウイ
ルス感染拡大の仕事や生活への影響に関する調
査」（高見・山本 2021；Takami 2021）などがある。
これらに加えて，研究機関・研究者が独自に行っ
た調査研究（Asakawa and Kameyama（2024），久
米・鶴・川上（2023）など）も多数ある。
　本稿では，上記の先行研究を整理するととも
に，リクルートワークス研究所「全国就業実態パ
ネル調査」（以下，JPSED）の個票データを分析し
た結果を紹介する。JPSED は全国約 5 万人の個
人を対象とするウェブアンケート調査であり 5），
毎年 1 月頃に調査を実施し，前年 12 月時点の就
業状態を質問している。JPSED を用いることの
利点として，日本全国の就業者を比例的にサンプ
リングした定点調査であり，経年的な比較が可能
である点や，就業者の個人属性や労働市場での経
験に関する詳しい質問を含んでおり，就業行動の
背景事情を考察できる点が挙げられる。本稿で
は，テレワークがコロナ禍を経て急激に普及した
ことに鑑みて，新型コロナウイルス感染拡大期で
ある 2020 年前後の変化に着目して，働き方改革
元年といえる 2016 年 12 月（JPSED2017）と 2024
年 12 月（JPSED2025）のテレワーク・生活・仕
事の関係を比較して考察する。また，テレワーク
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の活用は，就業形態や働き方によって異なるた
め，本稿では，役員・自営業者・家族従業者を除
き，会社の指揮命令下にあって働き方が拘束的と
みられる雇用者に分析対象を限定する。

Ⅲ　テレワークの進展

　コロナ禍を契機として，テレワークに関連する
情報通信技術が急速に発展し，テレワーク制度も
整備されるにつれて，その社会受容が進んだ。こ
のことは，テレワークのメリットやデメリットの
表れ方が，分析する対象や時期によって異なるこ
とを意味する。とくに日本においては，働き方改
革の継続的な取り組みの流れに，コロナ禍による
ショックが加わったため，長時間労働の是正や柔
軟な働き方の進展の起因をテレワークだけに求め
ることは難しい。このような留意点や限界を踏ま
えつつ，コロナ禍前後におけるテレワークの変化
についてみていきたい。
　表 1 は，JPSED2017, 2025 を用いて，性別・年
齢，地域別のテレワーク率とテレワーク時間を整
理したものである。ここでのテレワークとは，

「自宅やサテライトオフィス，カフェ・ファミ
リーレストランのように，職場（自社および客先）
以外の場所で働くこと」を指し，調査実施の「前
年 12 月時点の 1 週間に 1 時間以上のテレワーク
をした者」をテレワーク実施者と定義する。2016
年時点では，雇用者 2 万 473 人のうち，テレワー
ク実施者は 2634 人（12.9％），2025 年では雇用者
2 万 4673 人のうち，テレワーク実施者は 3904 人

（15.2％）であった 6）。
　週あたりのテレワーク時間（テレワークを週 1
時間以上実施している者の平均時間）をみると，
2016 年の週 9.9 時間から，2024 年は週 18.1 時間
に増加している。週あたり約 2 日のテレワークを
していると換算できることから，テレワークをし
たか否かだけでなく，テレワーク時間の長さのイ
ンパクトも大きいことが推察される。
　性別・年齢別にみると，2024 年のテレワーク
率が高いのは男女ともに 25-34 歳であるが，2016
年と比べてテレワーク率とテレワーク時間が増え
ているのは，男性 45-54 歳，女性 35-44 歳であり

（男性＋3.8％pt，＋10.2 時間，女性＋3.3％pt，＋9.9 時
間），中高年層によるテレワークのキャッチアッ

表 1　性別・年齢，地域別テレワーク率，テレワーク時間

2016
（JPED2017）

2024
（JPSED2025） 2024-2016

n テレワーク
率（％）

テレワーク
時間（週） n テレワーク

率（％）
テレワーク
時間（週）

△テレワーク
率（％pt）

△テレワーク
時間（週）

男性 25-34 歳 3021 14.0 9.8 3428 16.9 16.7 2.9 6.9 
男性 35-44 歳 4087 14.1 9.4 4004 15.9 16.3 1.8 6.9 
男性 45-54 歳 3417 12.6 9.4 4399 16.4 19.6 3.8 10.2 
男性 55-64 歳 2103 12.8 12.3 2737 16.0 19.9 3.2 7.6 
女性 25-34 歳 1910 12.5 7.6 2752 14.7 17.9 2.2 10.3 
女性 35-44 歳 1870 10.6 9.3 1947 13.9 19.2 3.3 9.9 
女性 45-54 歳 1483 12.1 9.7 1987 14.7 19.4 2.6 9.7 
女性 55-64 歳 845 11.1 13.3 1184 13.4 17.9 2.3 4.5 
北海道 806 9.0 12.2 1305 8.5 16.1 －0.4 3.9 
東北 1427 10.6 10.7 1770 9.0 15.4 －1.5 4.7 
南関東 6224 14.1 10.4 7856 24.8 19.6 10.7 9.2 
北関東・甲信 1541 12.2 9.3 1777 11.0 18.3 －1.2 9.1 
北陸 907 10.4 9.4 1049 6.0 16.1 －4.4 6.6 
東海 2471 12.0 10.0 2835 11.9 15.9 －0.1 5.9 
近畿 3098 14.5 9.4 3658 14.6 16.8 0.1 7.4 
中国 1208 11.6 10.2 1375 8.6 14.6 －3.0 4.4 
四国 613 14.0 10.2 662 5.6 15.5 －8.4 5.2 
九州 1927 12.6 7.6 2164 9.0 15.3 －3.7 7.8 
沖縄 206 15.7 8.6 218 11.5 20.4 －4.2 11.8 
合計 20473 12.9 9.9 24673 15.2 18.1 －4.2 7.8
注：�24 歳以下や 65 歳以上，居住地が海外の者は表から割愛しているため，表内の人数と合計は必ずしも一致しない。
出所：JPSED2017, 2025 を用いた筆者によるウェイトバック集計。
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図 1　職種別テレワーク率（左），週あたりテレワーク時間（右）

出所：JPSED2017, 2025 を用いた筆者によるウェイトバック集計。

プがうかがえる。地域別では，2024 年の南関東
のテレワーク率が 24.8％と高く，テレワーク率の
伸びも 10.7％pt と大きい。その他の地域では，
テレワーク率は低下しているが，テレワーク時間
は長くなっている。
　元来，テレワークは，職場に出勤することが難
しい，制約のある従業員に適用されることが多
かった。具体的には，育児や介護を必要とする家
族がいる，本人がけがや病気をしている場合であ
る。そこで，表 2 に，過去 1 年間のライフイベン
トの経験の有無別のテレワーク実施率を示す。自
分が子どもを妊娠した女性は，2016 年はテレ
ワーク実施率が 13.4％であり，妊娠していない女
性のテレワーク実施率 11.7％よりも高かった。こ
れに対して，2024 年では，妊娠を経験した女性
のテレワーク実施率（12.3％）は，妊娠を経験し
ていない女性（13.9％）よりも低い。これは，テ
レワークが，身体の負担と仕事の両立の補助的な
役割から，身体的な制約の有無に関係なく導入さ

れるようになったことを示唆する。出産経験につ
いても同様の傾向がみられる。出産に関しては，
育児休業取得率の向上も関係しているだろう。介
護，病気やケガについては，仕事との両立の視点
からテレワークを活用していることがうかがえ
る。また，2016 年に比べて 2024 年では，配偶者
の妊娠や出産を経験した男性ほど，テレワーク実
施率が高く，テレワークが子どもをもつ男性の仕
事と家庭の両立を促していることを示唆している。
　次に，テレワークがどの職種で拡大したのかを
みるために，図 1 に 2016 年を横軸，2024 年を縦
軸として，職種別テレワーク率（図 1・左）と職
種別テレワーク時間（図 1・右）を示す。2016 年
時点でテレワーク率が最も高いのは営業職である
が，2024 年時点のテレワーク率は減少している。
生産工程・労務職，サービス職，運輸・通信関連
職はテレワーク率が低く，2024 年にはさらに減
少している。これに対して，2024 年にテレワー
ク率を高めたのは，管理職，専門職・技術職，事

表 2　過去 1年間のライフイベントの有無別のテレワーク率
（単位：％）

2016
（JPSED 2017）

2024
（JPSED 2025）

出現率
（％）

ライフイベント 出現率
（％）

ライフイベント
経験あり 経験なし 経験あり 経験なし

自分が子どもを妊娠した（女性） 1.7 13.4 11.7 3.1 12.3 13.9
配偶者が子どもを妊娠した（男性） 1.7 15.7 13.4 1.8 23.0 15.8
自分が子どもを出産した（女性） 1.6 13.9 11.7 2.5 9.1 14.0
配偶者が子どもを出産した（男性） 2.2 13.3 13.4 1.9 19.2 15.8
親・義親が要介護認定された 2.0 16.0 12.8 2.6 21.1 15.0
自分が病気による入院や手術をした 2.2 17.4 12.8 3.0 18.2 15.1
自分が全治一カ月以上の怪我をした 1.0 17.5 12.8 1.3 20.1 15.1

（テレワーク実施率） （12.9） （15.2）
出所：JPSED2017, 2025 を用いた筆者によるウェイトバック集計。
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務職である（図 1・左）。また，多くの職種でテレ
ワーク時間が延びる中，生産工程・労務職，保
安・警備職，運輸・通信関連職のテレワーク時間
は減少している 7）。コロナ禍ではエッセンシャル
ワーカーの働き方が柔軟でないことが顕在化した
が，2024 年においても現業職種のテレワークは
進展しておらず，この問題の解決が道半ばである
ことを示唆している。
　続いて，テレワークの制度としての進展をみて
みよう。表 3 にテレワーク制度の導入と適用を整
理した。2016 年のテレワーク実施者のうち，制
度として導入されて自分自身に適用されていた人
は，男性 15.1％，女性 11.8％に過ぎず，制度とし
て導入されていない人が約 6 割を占めていた。
2016 年当時は長時間労働が常態化しており，自
宅への持ち帰り残業もしばしばみられた。この頃
のテレワークは，過大な業務をこなすためにやむ
をえず職場以外で働いていたケースを多分に含む
と推察される。これに対して，2024 年では，制
度として適用された人が男女とも 8 割を超す。テ
レワークの社会受容が進んで，職場以外での仕事
する制度としてテレワークが位置づけられて，柔
軟な働き方としてテレワークが選択されるように
なったことを示唆する。

　最後に，テレワークの実施場所を確認しておく
（表 4，複数回答）8）。テレワークの実施場所は，
2016 年は男女とも自宅が約 54％と最も高く，男
性では移動中 24.1％，女性ではカフェ，ファミ
リーレストラン 12.4％が続いた。これに対して，
2024 年は，テレワーク実施者の約 9 割が在宅勤
務を経験している。在宅での業務が在宅勤務とし
て制度化されて（表 3），自宅と職場の通信環境も
整備されて，仕事場として自宅を選択できるよう
になったと解釈できる。
　この章では，JPSED2017, 2025 を用いて，テレ
ワーク実施者の定点比較を行った。2016 年から
2024 年にかけてのテレワークの普及は，従来の
若年層だけでなく，男女の中堅層の働き方にイン
パクトを与えており，とくに都市部で大きい（表
1）。制約のある人の働き方を支えるツールとして
だけでなく（表 2），事務職，専門職・技術職を中
心に（図 1），週 2 日程度のテレワークを組み込ん
だ働き方が実践されるようになっている（表 1）。
テレワークは，制度として定着し（表 3），出先や
移動の合間に仕事を片付けるものから在宅勤務を
中心としたもの（表 4）になっており，テレワー
ク率やテレワーク時間だけでは表すことのできな
い質的な変化が起きているといえる。では，こう

表 3　テレワーク制度の導入と適用
（単位：％）

2016
（JPSED2017）

2024
（JPSED2025）

男性 n＝1808 女性 n＝823 男性 n＝2623 女性 n＝1281
制度として導入済み，自分自身に適用されていた 15.1 11.8 85.6 83.0
制度として導入済み，自分自身には適用されていなかった 4.0 2.1 3.9 3.9
制度として導入されていなかった 61.3 61.1 7.0 9.4
わからない 19.6 25.0 3.5 3.7
出所：JPSED2017, 2025 を用いた筆者によるウェイトバック集計。

表 4　テレワークの実施場所
（単位：％，複数回答）

2016
（JPSED2017）

2024
（JPSED2025）

男性 n＝1808 女性 n＝823 男性 n＝2623 女性 n＝1281
自宅 54.1 54.0 89.4 92.0
サテライトオフィス 5.5 2.8 9.9 5.9
カフェ，ファミリーレストラン 14.2 12.4 9.5 7.5
図書館 2.3 2.1 2.1 1.5
移動中 24.1 11.5 15.5 9.9
通勤中 11.8 8.5 8.0 6.5
その他 4.0 4.0 1.6 1.3
出所：JPSED2017, 2025 を用いた筆者によるウェイトバック集計。
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したテレワークの進展は，仕事内容や生活にどの
ような変化をもたらしたのか，次章以降で探索し
ていく。

Ⅳ　テレワークと生活の変化

　テレワークによる働く場所の職場から自宅への
変化は，通勤時間の削減をきっかけとして，生活
時間の再配分を起こす。以下では，テレワークと
生活時間の変化，仕事や家族との関係を考察する。

１　生活時間の増加

　日常生活の時間配分の調査である総務省『社会
生活基本調査（令和 3 年）』を用いた分析（Okubo 
2024a）によると，在宅勤務は，労働時間を減少
させ，女性の家事時間，男性の余暇時間を増や
す。とくに，既婚女性や子どものいる男性の育児
時間が増えていた。テレワーカーや在宅勤務者
は，通勤勤務者に比べて，仕事時間が短く，家
事・育児関連時間，余暇時間，睡眠時間，食事時
間が長い（大久保・三河・田口 2024）。また，女性
や子どものいるテレワーカーのうち，三大都市 
圏はより仕事に，地方圏はより家事・育児に時 
間を配分する（西原・田口 2025）。Asakawa and 
Kameyama（2024）は，九州と中国地域の従業員
調査を分析して，2021 年 8 月の感染拡大期には，
テレワーク日数の増加が，残業時間，通勤時間を
減らし，生活満足度を高めたことを見出してい
る。Inoue, Ishihata and Yamaguchi（2024） は，
在宅勤務が男性の家事時間や家族との時間を増加
させ，仕事より生活を重視する割合を高めてお
り，とくに未就学児のいる男性で大きかったこと
を示している。

２　仕事と生活の境界管理

　生活時間の再配分は，仕事と家庭の両立やコン
フリクトを招く。例えば，高見・山本（2021）は，
在宅勤務は生活満足度を高めるものの，在宅勤務
に伴う労働時間の増加は，生活満足度を損ねるこ
とを示している。男女で仕事と家庭の境界管理が
異なることを示した研究もある。中学生以下の子
どもをもつ男女のテレワークと仕事・家庭の境界

管理を分析した中川ほか（2021）によると，男女
それぞれが主たる役割（男性は仕事，女性は家庭）
を守るために，他方の領域（男性は家庭，女性は
仕事）の調整を図っていた。大谷（2022）も，緊
急事態宣言下では，男性は，勤務日や時間の調整
がしにくく，それが両立ストレスに表れたが，女
性は，家事や育児を行うために，労働時間を調整
していた可能性があったと指摘する。Takami

（2021）は，テレワーク経験者ほど，労働時間が
減少し，家事・育児時間や余暇時間が増加する
が，男性の家事・育児時間はそれほど大きくない
ことから，テレワーク下でも性別役割分業が維持
される傾向があることを見出している。
　仕事・家庭の境界の曖昧さは，仕事と家庭の相
互干渉という問題を引き起こす。宮島（2021）は，
テレワークへの移行割合が高い労働者ほど，仕事
への家庭の干渉度合いが大きいが，家庭への仕事
の干渉やストレスには有意な影響はなかったとい
う。さらに，Yoshida et al.（2025）は，未就学児
童や要介護の同居人がいる場合，仕事機能障害の
確率が高いことを示している。このように，在宅
勤務がもたらす仕事と家庭の境界管理の難しさ
は，性別役割分業の強化，在宅勤務における長時
間労働，仕事と家庭の相互干渉のリスクをはらん
でいる。

３　家族，育児負担

　大谷（2021）によると，1 回目の緊急事態宣言下
では，男女を問わず，本人のみテレワークで配偶
者がテレワークではない場合に，家事・育児時間
が増えていた。しかし，学校などの休校がなかっ
た 2 回目の緊急事態宣言下においては，夫婦のテ
レワークの組み合わせと家事・育児時間の変化の
間に有意な関係は示されなかった。Yamamura 
and Tsutsui（2021）は新型コロナ感染症拡大によ
る休校期間のパネルデータを用いて，小学生の子
どもをもつ親の場合，父親よりも母親がリモート
ワークする傾向が高く，育児負担の不平等を拡大
させたと結論づけている。
　テレワーク下における男女の異なる行動は，満
足度や負担感の違いにも表れる。Minetaki（2023）
は，テレワークによる育児満足度の向上は女性よ
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りも男性で顕著であったことを示している。臼
井・佐藤・松下（2022）は，子どものいる男性で
は，テレワーク実施者ほど，家事・育児負担感と
その実際の時間が増えて生活満足度は高まった
が，生産性が下がったと感じていた。他方，子ど
ものいる女性では，テレワーク実施者ほど，家
事・育児負担が増えたと回答する傾向がみられた
が，実際の育児・家事時間や生活満足度にはテレ
ワーク実施の有無による差はなかった。平河

（2024）は，夫妻それぞれの理想とする生活時間
と実際の生活時間の乖離との関係を分析して，末
子が 6 歳未満の世帯の妻の家事時間に関して，夫
妻の双方あるいはどちらか一方がテレワーク勤務
の場合，理想よりも実際の家事時間が長く，夫が
テレワーク勤務をしていたとしても子どもが幼い
うちの家事負担は妻に偏重している可能性を示し
ている。

４　JPSEDによる考察（1）

　ここで，JPSED2017, 2025 を用いて，生活時間
の変化を確認しておこう。表 5 に，婚姻状態・子
どもの有無別のテレワーク，労働時間，家事育児
時間を示す。2016 年時点では，男性は週 45 時間
前後働いており，テレワーク実施者の労働時間が
長い。これが 2024 年になると，男性のテレワー

ク実施者は非実施者に比べて労働時間が同程度あ
るいは短くなっている。もともとの長時間労働の
傾向に加えて，テレワークにより時間効率的な働
き方を実現できた可能性を示唆している。ただ
し，男性の家事育児時間の増分は，テレワークの
あり・なしにかかわらず，1 日あたり 0.3～1.4 時
間増加している。ワーク・ライフ・バランスの推
進の動きの中で，男性の家事育児参加は，テレ
ワークの適用に拠らず進展してきたといえる。女
性についても同様に，2016 年のテレワーク実施
者は，テレワーク非実施者に比べて，労働時間が
やや長い傾向にあったが，2024 年にはテレワー
ク実施による労働時間の差はほとんどみられなく
なった。また，テレワークの有無別でみた家事育
児時間の増減に目立った違いはみられない。末子
年齢に着目すると，末子年齢 6 歳以下の男性で
は，2024 年にかけて，長時間労働が是正（－3.6
時間，－7.5 時間）されているが，家事育児時間の
増分はテレワーク非実施者のほうが大きい（＋0.8
時間，＋0.5 時間）。また，末子年齢 7-12 歳または
13-18 歳の女性ではテレワーク実施者ほど，家事
育児時間の増分（＋0.9 時間，＋1.1 時間）が大きい。
　これらの結果は，働き方改革の中で男性の長時
間労働の是正や家事育児参加が進んでいるが，そ
れをさらに促す手段としてテレワークが用いられ

表 5　婚姻状態・子どもの有無別テレワーク，労働時間（週），家事育児時間（日）

2016
（JPED2017）

2024
（JPSED2025） 2024-2016

n

テ
レ
ワ
ー
ク
な
し

テ
レ
ワ
ー
ク
あ
り
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レ
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ー
ク
な
し

テ
レ
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ー
ク
あ
り

n

テ
レ
ワ
ー
ク
な
し

テ
レ
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ー
ク
あ
り

テ
レ
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ー
ク
な
し

テ
レ
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ー
ク
あ
り

テ
レ
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ー
ク
な
し

テ
レ
ワ
ー
ク
あ
り

テ
レ
ワ
ー
ク
な
し

テ
レ
ワ
ー
ク
あ
り

労働時間 家事育児時間 労働時間 家事育児時間 △労働時間 △家事育児時間

男性 配偶者なし・子どもなし 4437 44.3 45.6 0.7 1.1 5923 42.2 40.8 1.0 1.4 －2.1 －4.8 0.3 0.3
配偶者なし・子どもあり 373 45.3 40.8 1.2 1.2 433 42.4 39.8 1.4 2.7 －2.8 －1.0 0.2 1.4
配偶者あり・子どもなし 1548 44.9 46.8 0.7 0.9 1877 42.1 42.2 1.1 1.2 －2.8 －4.6 0.4 0.3
配偶者あり・子どもあり 7158 45.0 47.1 1.0 1.3 7522 42.3 41.9 1.4 1.6 －2.6 －5.1 0.4 0.3
　うち末子年齢 6 歳以下 2351 46.4 49.2 1.4 1.7 2095 42.8 41.7 2.2 2.2 －3.6 －7.5 0.8 0.5
　うち末子年齢 7-12 歳 1337 46.1 48.8 1.0 1.1 1401 43.6 43.3 1.5 1.6 －2.5 －5.4 0.5 0.5
　うち末子年齢 13-18 歳 1268 45.3 47.7 0.8 0.9 1254 44.4 44.6 1.2 1.3 －0.9 －3.1 0.4 0.4

女性 配偶者なし・子どもなし 3458 40.8 43.3 1.1 1.4 4636 40.1 40.3 1.3 1.6 －0.7 －3.1 0.2 0.2
配偶者なし・子どもあり 756 40.4 41.8 2.3 3.3 810 39.0 38.2 2.5 3.6 －1.5 －3.6 0.2 0.4
配偶者あり・子どもなし 803 40.4 40.8 2.1 2.3 1119 39.4 40.1 2.2 2.2 －1.0 －0.7 0.1 －0.1
配偶者あり・子どもあり 1902 38.1 38.3 3.6 3.7 2353 36.8 36.9 4.0 4.1 －1.3 －1.4 0.4 0.4
　うち末子年齢 6 歳以下 697 35.9 38.0 4.9 5.4 961 35.3 36.4 5.9 5.1 －0.7 －1.6 1.0 －0.3
　うち末子年齢 7-12 歳 239 37.0 37.5 3.3 3.5 362 38.4 37.3 3.6 4.4 1.5 －0.2 0.2 0.9
　うち末子年齢 13-18 歳 271 38.8 40.7 3.0 2.0 278 39.1 38.7 3.1 3.1 0.4 －2.0 0.1 1.1

出所：JPSED2017, 2025 を用いた筆者によるウェイトバック集計。
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ているとは必ずしもいえないこと，男性同様に女
性も労働時間を削減し，家事育児時間を増加させ
ていることから，男女間の家事育児負担の格差が
是正は緩やかであることを示唆している。
　最後に，テレワークの有無と生活満足度，仕事
満足度との関係をみておこう（図 2，図 3）。仕事
と生活の境界管理という意味では，テレワークは
それらの満足度を損ねているのだろうか。生活満
足度をみると，男女ともに，有配偶で，テレワー
ク実施者ほど高く，仕事満足度は，テレワーク非
実施者よりも，テレワーク実施者のほうが高い。

テレワーク実施者の生活満足度と仕事満足度が総
じてより高いことは，テレワークが，労働時間や
家事育児時間の（量的な）変化（表 5）だけでは
測ることのできない，心理的な満足をもたらして
いると推察される。

Ⅴ　テレワークと仕事の変化

　この節では，テレワークによる仕事における変
化をみていく。具体的には，テレワーク導入に
よって引き起こされた仕事の変化や，テレワーク

図 3　末子年齢・テレワーク別生活満足度（左）仕事満足度（右）

出所：JPSED2025 を用いた筆者によるウェイトバック集計。
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図 2　婚姻状態・子どもの有無・テレワーク別生活満足度（左）仕事満足度（右）

出所：JPSED2025 を用いた筆者によるウェイトバック集計。
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に適した，あるいは，テレワーク補完的な仕事の
拡大の可能性を探索する。

１　仕事の質

　図 1 でみたように，コロナ禍を経てテレワー 
クを拡大させた職種がある。その背景にはテレ
ワークに適した仕事とそうでない仕事があること

（Okubo 2022）に加えて，仕事の質の変化もある。
Jiang, Yasui and Yugami（2024）は，コロナ禍前
後のデータを用いて，在宅勤務は非定型分析業務
を増加させ，定型手作業を減少させて，非定型業
務への労働投入の増加と労働生産性の向上をもた
らしたと指摘している。Asakawa and Kameyama

（2024）は，テレワーク日数の増加は，経営業務，
社内調整業務，取引先との調整業務を増やしたと
している。

２　コミュニケーションとサポート

　職務が不明瞭で，突発的に生じた業務への対応
を求められる日本の職場では，対面でのコミュニ
ケーションが重視されて，テレワークが進みにく
いといわれてきた（高場・吉田 2017）。テレワー
ク導入は，上司の部下マネジメントを難しくし，
部下にとっては，上司・同僚からのサポートや
フィードバックの減少，成長機会の減少の懸念に
つながる 9）。萩原（2022）は，緊急事態宣言下の
テレワークを調べて，主観的生産性や成長実感が
低下していること，目標管理制度とテレワークの
併用は主観的生産性に正に影響すること，入社 3
年以内のテレワーク実施者の成長実感の低下が著
しいことを明らかにしている。Kikunaga et al. 

（2023）は，上司からの支援が少ないテレワー
カーの心理的苦痛のリスクが高いことを示してい
る。Ikegami et al.（2023）は，高頻度の在宅勤務
は，良好な仕事のコントロールにつながらず，上
司や同僚からの支援が不足していたことを明らか
にしている。Okubo, Inoue and Sekijima（2021）
は，テレワークの成果向上のための要素として，
明確に定義された業務内容，非成果主義評価，労
働時間の柔軟性を挙げている。

３　在宅勤務の環境

　生産性の観点からテレワークの成否を判断する
ためには，在宅勤務の環境に対する評価が重要で
ある。Kanamori, Tabuchi and Kai（2024）は，集
中できる作業スペースの不足，コミュニケーショ
ン環境の不良，騒音，不適切な温度・湿度など，
テレワークの環境が不良であるほど，身体症状の
有 病 化 率 が 有 意 に 高 い こ と を 示 し て い る。
Magnier-Watanabe et al.（2023）によると，自宅
での適切な作業スペースがある人ほど，緊急事態
宣言下で強制された在宅勤務に対する満足度が高
かった。Otsuka et al.（2024）は，テレワーカー
とプレゼンティーイズム 10）の関係を分析して，
テレワーク経験の乏しい正社員ほどプレゼン
ティーイズムが高く，専用作業スペースの確保，
同僚とのチャット，日々の業務目標設定があるほ
どプレゼンティーイズムが低いことを示した。

４　JPSEDによる考察（2）

　テレワークの進展に伴う仕事の変化を JPSED
でみてみよう（表 6）。2016 年時点では，テレ
ワーク実施者は，テレワーク非実施者と比べて，
本来業務の割合が低く，周辺業務や手待ち時間の
割合が高かった。しかし，2024 年では，テレ
ワーク実施者の手待ち時間が減り，本来業務が増
えて，テレワークの有無による業務の配分に差が
なくなった。テレワーク時間が 9-16 時間でとく
に本来業務の割合が高まっている。勤務日や勤務
時間，働く場所を選ぶ，自分で仕事のやり方を決
められる，こうした自律的な働き方は，2016 年
時点でもテレワーク実施者のほうが優れていた
が，2024 年では，テレワーク非実施者との差が拡
大している。とくに，テレワーク実施者における
勤務時間と働く場所の柔軟性の高まりが大きい。
　テレワークにおける働き方の柔軟性や仕事のや
り方の自律性の高まりは，生活，仕事，人間関係
の満足度の向上につながっている。ただし，週
9-16 時間テレワークを行う人は，本来業務が増
えた一方で，成長実感や生き生き働く状態が低下
している。このことは，スポット的な短時間のテ
レワークでもフルリモートでもない，テレワーク
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と対面のハイブリッドな働き方において，仕事を
通して成長することや生き生きと働くことを実現
できるような職場と仕事の設計が求められている
ことを示唆している。

Ⅵ　テレワークとウェルビーイング

　最後に，テレワークの評価として，ウェルビー
イング，具体的には心身の健康との関係をみてみ
よう。

１　メンタルヘルス

　テレワークの働き方は，孤立感を招く 11）, 12）。
Okubo（2024b）は，非定型労働者（より抽象的で
非定型的なタスクを行っている労働者）ほど，テレ
ワークを実施するが，同僚とのコミュニケーショ

ンが減少し，連帯感が弱まり，結果として，効率
の低下とメンタルヘルスの悪化を招いていると主
張する。高橋・太田・矢ケ崎（2024）によると，
統計的には有意ではないが，テレワークがメンタ
ルヘルスに関連する心身症状や仕事と生活の両立
ストレスに負に影響しており，とくに子育て中の
就業者，通勤時間が長い就業者などにその傾向が
みられた。Otsuka et al.（2021）は，テレワーク
を望まない人がテレワークを行った場合，心理的
苦痛が大きいことを示している。また，テレワー
クを希望する人ほど仕事に没頭していることも知
られている（Kuroishi et al. 2025）。

２　運動・睡眠，身体

　パーソル総合研究所（2025）でテレワークに関
する困りごとで最上位にあるのは「運動不足を感

表 6　テレワークの有無，テレワーク時間（週）と仕事の性質，働き方

2016
（JPSED2017）

2024
（JPSED2025） 2024-2016

テ
レ
ワ
ー
ク
な
し

テ
レ
ワ
ー
ク
あ
り

テ
レ
ワ
ー
ク
な
し

テ
レ
ワ
ー
ク
あ
り

△
テ
レ
ワ
ー
ク
な
し

△
テ
レ
ワ
ー
ク
あ
り

4
時
間
以
内

5
～
8
時
間

9
～
16
時
間

17
時
間
以
上

4
時
間
以
内

5
～
8
時
間

9
～
16
時
間

17
時
間
以
上

△
4
時
間
以
内

△
5
～
8
時
間

△
9
～
16
時
間

△
17
時
間
以
上

本来業務 74.2 68.3 68.0 67.4 64.6 72.5 72.0 71.5 68.1 70.3 70.8 74.0 －2.2 3.2 0.1 2.9 6.2 1.5 
周辺業務 18.5 21.7 22.4 21.8 24.1 17.8 20.2 21.0 22.2 21.8 22.0 19.5 1.7 －0.7 －0.2 0.0 －2.1 1.7 
手待ち時間 7.3 10.0 9.6 10.8 11.3 9.7 7.8 7.5 9.7 7.9 7.1 6.5 0.5 －2.5 0.1 －2.9 －4.1 －3.2 
勤務日 16.9 25.4 23.4 24.6 33.3 28.1 21.6 31.1 33.3 30.7 29.6 31.0 4.6 5.7 9.9 6.0 －3.7 2.8 
勤務時間 11.7 22.1 20.1 22.6 28.1 24.1 15.8 44.5 38.5 45.1 43.4 46.8 4.1 22.4 18.4 22.5 15.3 22.7 
働く場所 7.9 16.4 14.0 16.9 21.5 20.4 8.4 47.5 26.0 38.5 44.0 63.0 0.6 31.1 12.0 21.6 22.4 42.7 
仕事のやり方 44.5 52.1 56.8 51.7 55.6 35.6 43.4 57.5 56.6 59.2 56.5 57.0 －1.1 5.3 －0.3 7.5 0.9 21.5 

生活満足度 46.1 44.8 45.9 46.4 45.2 39.4 48.9 55.9 57.9 58.2 53.7 54.4 2.8 11.1 12.0 11.8 8.5 15.1 
仕事満足 34.3 37.7 41.9 34.8 40.6 26.3 37.3 44.2 45.3 48.6 43.6 41.2 3.0 6.5 3.4 13.8 3.0 14.9 
人間関係満足 36.7 36.3 39.8 34.3 35.8 27.7 40.1 48.2 51.8 48.8 45.7 47.5 3.4 11.9 12.0 14.5 9.9 19.8 
成長実感 27.8 34.3 37.4 32.6 39.2 23.3 28.7 36.7 42.1 39.8 34.1 33.5 0.9 2.4 4.7 7.2 －5.1 10.2 
生き生き 27.1 30.8 32.8 27.8 39.0 23.2 29.7 36.3 40.3 39.1 35.1 33.2 2.6 5.4 7.5 11.4 －3.9 10.0

注：変数の定義は以下の通り：
　　本�来業務・周辺雑務・手待ち時間：あなたは，昨年 12 月時点，仕事時間の全体を 100 とした場合に，以下の項目のそれぞれにどれくらいの時

間をかけていましたか。（残業時間（サービス残業も含む）は含み，通勤時間，食事時間，休憩時間は除きます）（回答は半角数字で入力）
※手待ち時間とは，作業をしているわけではないものの，指示があれば，あるいは仕事しなければならない状況に至った場合には，すぐに
作業をすることができるよう待機している時間をいいます（例：上司の決裁や指示待ち，タクシー運転手の客待ち，宅配業務における荷物
の到着待ちなど）。本来の担当業務で成果と直結している仕事（　）％，周辺的な雑務（　）％，待機や客待ち等の手待ち時間（　）％，合
計 100％。

　　仕�事のやり方：昨年 1 年間（2024 年 1 月～12 月）における，あなたの仕事に関する以下の項目について，どれくらいあてはまりますか。（回
答は 1 つ）（4）自分で仕事のやり方を決めることができた，に対して，1 あてはまる，2 どちらかというとあてはまる，3 どちらともいえな
い，4 どちらかというとあてはまらない，5 あてはまらない，のうち，1 または 2 のときに 1，それ以外は 0 の値をとるダミー変数。

　　生�活満足度：昨年 1 年間（2024 年 1 月～12 月）のあなたの生活全般について，どの程度満足していましたか。（回答は 1 つ）1 満足していた 
2 まあ満足していた 3 どちらともいえない 4 どちらかといえば不満であった 5 不満であった，のうち，1 または 2 のときに 1，それ以外は
0 の値をとるダミー変数。

　　仕�事満足度，人間関係満足度，成長実感，生き生き：昨年 1 年間（2024 年 1 月～12 月）の，あなたの仕事に関する以下の項目について，どれ
くらいあてはまりますか。（回答は 1 つ）（1）仕事そのものに満足していた，（2）職場の人間関係に満足していた，（3）仕事を通じて，「成
長している」という実感を持っていた，（6）生き生きと働くことができていた，のそれぞれに対して，1 あてはまる，2 どちらかというと
あてはまる，3 どちらともいえない，4 どちらかというとあてはまらない，5 あてはまらない，のうち，1 または 2 のときに 1，それ以外は
0 の値をとるダミー変数。
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じる」（57.5％）で，「腰痛・肩こりが悪化した」
（31.1％）も多い。Asakawa and Kameyama（2024）
は，2021 年 8 月の感染拡大期には，テレワーク時
間の増加が 1 日あたりの運動時間を有意に減少さ
せたことを示している。Kitano et al.（2024）は，
加速度計で身体活動と座位行動との関連を検討し
たところ，週 1～2 日でも在宅勤務を行う者は，身
体活動が少なく，座位行動が多かった。Matsugaki 
et al.（2022）は，劣悪な環境下での在宅勤務の頻
度と腰痛に関連があることを示している。
　テレワークと睡眠との関係について，Shinoda 
et al.（2025）によると，2021 年 4 月から 5 月に
行った WEB 調査を分析した結果，テレワーク経
験者は，テレワーク非経験者に比べて，体重変化
の割合が高く，睡眠の質が改善し，生活に対する
不安が軽減していた。Tanaka et al.（2025）は，
職場からテレワーク指導を受けた人ほど，適切な

休憩や十分な睡眠確保といった自己管理行動を実
践し，健康状態の改善と有意に関連していた。
Matsumoto et al.（2023b）は 2021 年に日本企業の
勤務者約 2 千人を調査し，週 1～2 日のテレワー
クの睡眠の質が高く，週 3～4 日のテレワークで
ワークエンゲイジメントが最も低いことを示して
いる。

３　JPSEDによる考察（3）

　JPSED2025 から，テレワークの有無，テレ
ワークの長さと，心身の不調との関係を図示した

（図 4）。「背中・腰・肩の痛み」は，テレワーク
の有無やテレワーク時間の長さよりも職種による
差が大きく，とくに女性の事務職は約 8 割が痛み
を感じている。「気がはりつめている」は，女性
の専門職・技術職で高く，テレワーク時間の長さ
に依存しない。「よく眠れない」についても，女
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図 4　職種別テレワークと体の痛み・不眠

注：�それぞれの定義は以下の通りである：昨年 1 年間（2024 年 1 月～
12 月）のあなたの状態についておたずねします。もっともあては
まるものをお選びください。（回答は 1 つ）（2）背中・腰・肩が痛
む，（5）気がはりつめている，（8）よく眠れない，のそれぞれに
対して，1 いつもあった，2 しばしばあった，3 少しあった，4 ほ
とんどなかった，5 全くなかった，のうち，1 または 2 のときに
1，それ以外は 0 の値をとるダミー変数
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性の専門職・技術職の約 8 割が該当しており，男
性の同職種も約 7 割が不眠を訴えている。これら
の結果は，性別・職種によって心身の不調が異な
ること，テレワークの有無にかかわりなく健康面
のケアを行う必要があることを示唆している。

Ⅶ　まとめとインプリケーション

　本稿では，テレワークの進展と，生活や仕事と
の関係について考察した。最後にまとめとして，
ここまでの考察を踏まえた，今後のテレワークの
課題を 3 つ挙げる。

①�テレワークの普及で生じた従業者や仕事の質的
変化に着目することである。テレワークの普及
はひと段落し，出社回帰の動きも出てきてい
る。しかし，テレワーク定着後の職場は以前と
は異なる。職場は，出社した従業者だけでな
く，柔軟で自律的な働き方を選択する遠隔の従
業者とともに分散して構成される。テレワーク
に適した職務の見直し・開発，テレワーク／対
面との適切な組み合わせ等 13），より効率的で
創造的な働き方を設計することが望まれている。

②�テレワークによる生活時間の再配分をライフス
タイルの革新に活用することである。とくにテ
レワークによる家事育児時間の増加は，家庭内
での仕事・家庭の役割分担を変更する可能性が
ある。コロナ禍の子どもの休校対応などで余儀
なくされた在宅勤務では，性別役割分業にもと
づく境界管理が行われた。働き方改革の進展に
よって，男性の家事育児時間が増加している中
で，テレワークは，仕事と家庭の境界管理と家
庭内の役割の見直しを図るツールとして期待さ
れる。

③�テレワークをウェルビーイング向上の手段とし
て位置づけてその活用に努めることである。本
稿でみてきたように，テレワークは生活時間の
再配分を通じた生活満足度の向上に寄与する。
しかし，仕事と家庭の境界管理，在宅勤務時の
アメニティ，長時間労働の有無，職種による心
身の負担等のやり方次第では，仕事と生活の相
互干渉が生じるおそれもある。また，エッセン

シャルワーカーのように，テレワークの恩恵を
十分に享受できていない労働者も存在してお
り，テレワークの効果は限定的である 14）。柔
軟性，自律性，家庭との両立，満足度などの

（賃金とは異なる）尺度で，テレワークを評価し
て活用することがウェルビーイング向上につな
がる 15）。

 1）国土交通省「テレワーク人口実態調査」の「雇用型就業者」
の定義に拠る。

 2）働き方改革実行会議（平成 29 年 3 月 28 日，働き方改革実現
会 議 決 定 15 頁，https://www.kantei.go.jp/jp/headline/pdf/ 
20170328/01.pdf），働き方改革実行計画（概要）16 頁「5. 柔軟
な働き方がしやすい環境整備」（https://www.kantei.go.jp/jp/
headline/pdf/20170328/05.pdf）を参照（URL の最終閲覧は
2026 年 2 月 26 日，以下同）。

 3）新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（令和 2
年 3 月 28 日（令和 2 年 5 月 25 日変更）新型コロナウイルス
感染症対策本部決定 18 頁，https://www.mhlw.go.jp/content/ 
10900000/000633503.pdf）。

 4）Web of Science の検索によると，telework または work from 
home で抽出される論文は，2019 年に 2428 本／年であった
が，2020 年 3034 本，2021 年 5351 本，2022 年 5486 本，2023
年 4581 本，2024 年 4339 本，2025 年 3662 本と急増した。

 5）同一個人を追跡調査するパネルデータである。
 6）数値はウェイトバック集計している。なお，国土交通省調

査（雇用型テレワーカー 24.6％）と比べて，JPSED2025 のテ
レワーク率は 15.2％と低い。これは国土交通省が「現在の主な
仕事でこれまで，テレワークをしたことがあると回答した人」
をテレワーカーに分類しているのに対して，JPSED では前年
12 月の平均的な 1 週間におけるテレワークの実施状況を質問
しており，テレワーク実施の期間が限定的になっているからと
推察される。なお，国土交通省「テレワーク人口実態調査 令
和 6 年」の直近 1 年間のテレワーク実施率（全国）は 15.6％で
ある。

 7）テレワークと業種・職種に関して，Okubo（2022）は，テ
レワークに適した職種（情報処理，経営コンサルタント，金融
保険従事者等）と適さない職種（飲食サービス，ホテル宿泊，
医師，看護師等）を挙げており，高見（2022）は，製造業に
比べて情報通信業や教育・学習支援業でテレワーク実施率が高
く，運輸業，卸売・小売業，飲食店・宿泊業，医療・福祉では
低いことを明らかにしている。

 8）なお，これらの項目のほかに，テレワーク実施者で「職場
（自社および客先）以外で仕事をしたことがない」と回答した
人が 2016 年男性 30.7％，女性 36.7％，2024 年男女で 6.0％存
在した。これは設問間の不整合や測定誤差によるが，とくに
2016 年の数値は，テレワークの定義や働き方が一般的ではな
かった可能性を表している。

 9）これに関連して，パーソル総合研究所「第十回・テレワー
クに関する調査」によると，テレワークに関する困りごととし
て「部下の仕事の様子がわからなくなった」（36.5％），テレ
ワーク時の不安感に「上司から公平・公正に評価してもらえる
か不安だ」（26.3％）「成長できるような仕事を割り振ってもら
えるか不安だ」（20.9％）が挙げられている。

10）出勤しても生産性を発揮できていない状態をいう。
11）パーソル総合研究所（2025）では，テレワークに関する困
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りごととして「チームに一体感が感じられない」（30.7％），「会
話が減って寂しさを感じる」（28.4％）が挙げられている。

12）Kubo et al.（2021）は，テレワーカーは，孤食の増加や食事
頻度の低下といった不規則な食習慣になることを示した。

13）対面とテレワークのハイブリッドな働き方について，Aoki, 
Hiramatsu and Hanaki（2025）は，生活時間の配分とテレ
ワークの勤務形態に関する好みはいくつかのグループに分ける
ことができ，その生産性は異なるという。Matsumoto et al.

（2023a）は，出社日とテレワーク日の就寝・起床時間の差
（テレワーク時差ぼけ）が大きいほど，心理的苦痛のリスクが
高いことを示している。

14）Araki（2025）は，テレワークの定着は，とくに女性の非正
規雇用者の仕事満足度を高めている一方，男性の正規労働者は
心理的な利益を得ていないことを示している。

15）テレワークと生産性や賃金との関係に関する関心は高いが
（Kazekami（2020），Kitagawa et al.（2021），石井・中山・山
本（2021），Morikawa（2022），久米・鶴・川上（2023），森
川（2024）等），テレワークには賃金を犠牲にしてアメニティ

（自宅勤務）を追求するという面もあり，補償賃金仮説にもと
づけば，テレワークの賃金の上昇率は抑制的になりうる（森川 
2020）。
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